大和市物品及び委託等の役務の調達に係る業者選考基準

（目的）
第１条　大和市契約規則（昭和５５年大和市規則３８号）第３条の２及び第２４条第１項の規定により、競争入札に付する物品の買受け（印刷及び物品の売払いも含む）及び委託等の役務の調達に係る業者選考基準を定め、契約手続きの公平かつ適正な運用を図ることを目的とする。
（用語の意義）
第２条　この基準において、次に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。
(1)　市内業者とは、本市内に主たる営業所を有する業者をいう。
 (2)　準市内業者とは、本市内に従たる営業所を有する業者をいう。
 (3)　県内業者とは、神奈川県内（本市内を除く）に主たる営業所を有する業者をいう。
 (4)　準県内業者とは、神奈川県内（本市内を除く）に従たる営業所を有する業者をいう。
 (5)　県外業者とは、第１号から前号までに掲げる以外の者をいう。
（業者の適格性の判断）
第３条　一般競争入札の条件設定にあたっては、次の各号に掲げる事項に留意し、行うものとする。

(1)　当該契約に必要な登録業種
(2)　当該契約の履行について必要な許可、認可等の有無
(3)　当該契約に係る特殊な技術又は機械器具等 
(4)　当該契約の履行能力

(5)　当該契約と同種又は同規模の契約実績の有無 

(6)　地理的条件
２　指名競争入札における業者の選定にあたっては、前項各号に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項に留意し、行うものとする。
(1)　経営及び信用状態
(2)　不履行等不誠実な行為
(3)　大和市における指名実績及び受注の状況
３　前項の規定により不適当と判断されたものについては、別に定めるところにより指名の停止をすることができる。
（一般競争入札の条件設定）

第４条　前条第１項第６号に規定する地理的条件の条件設定にあたっては、市内産業振興のため、市内業者を第１順位とし、以下準市内業者、県内業者、準県内業者、県外業者とする。この場合において、業種及び地理的条件に該当する業者数が、第６条に規定する指名業者数の最大数を下回る場合には、原則として当該数に達するまで逐次地理的条件の設定範囲を拡大するものとする。

　　入札参加者が少数の者に固定化する傾向があり、競争性の確保が困難になると予想される場合や、技術的特性から受注可能な者が限定され、地理的条件を緩和する必要があると認める場合も同様とする。

　ただし、市内産業振興のため、地理的条件の拡大を制限する必要があると認める場合はこの限りではない。

２　前項の規定に加えて、製造の請負的要素を含む車両等の架装・ぎ装については、中間検査が実施可能であることや修理・点検期間の短縮の観点から、製造又は整備工場の所在地について、一定の条件を設定することができるものとする。

３　前条第１項第４号に規定する履行能力を確認するため、アフターサービス・メンテナンス体制について、長期間にわたり適切かつ迅速に対応できる体制が整備されている

ことを条件として設定することができるものとする。

４　既成品ではない特殊な物品や、業務内容により実施業者が限られる案件については、原則として、当該案件と同種又は同程度の契約実績を有することを条件として設定するものとする。

５　その他の条件については、大和市条件付一般競争入札実施要領の定めるところによる。

（指名競争入札の指名）

第５条　指名をする場合には、第３条の規定により当該契約の履行業者としての適格性を有する者と認めたものの中から、契約の性質又は目的に応じて次の各号に定める事項について総合的に判断して、当該契約の指名業者を選定するものとする。

(1)　契約案件ごとに最も適していると判断される業種から指名する。ただし、当該契約案件に係る業種で登録されている有資格者が多数の場合、上位に希望している者を優先するものとする。
(2)  指名の順位は、市内産業振興のため、市内業者を第１順位とし、以下準市内業者、県内業者、準県内業者、県外業者とする。ただし、準市内業者にあっては過去の実績を勘案して市内業者の取扱いができるものとする。

(3)　経営規模、技術力等を勘案し、業者の履行能力が概ね同等の者を指名する。

(4)　当該契約と同種の契約実績を入札参加登録時に挙げている業者を指名する。

(5)　第１号の規定にかかわらず、市内業者及び準市内業者については、登録業種の希

望順位によらず、指名することができるものとする。 

２　前項により指名する場合には、競争性が確保される限り、次の各号のいずれかに該当する者を、他の者に優先して指名することができる。

(1)　大和市内の中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第　　　　　　

　１号に定める者）

(2)　物品の流通段階が製造業者・卸売業者・小売業者に分化している場合においては、小売業者。

(3)　同種契約事案の履行成績が優秀なもの。（客観的に判断できるものに限る）

   (4)  過去、同一の契約事案に係る前回の契約業者

   (5)  官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）に基づき中小企業庁が証明した官公需適格組合

(6)　緊急災害対応等に協力したなど市政に積極的な貢献があったと認められる者。

３　前項の規定は、契約の履行成績が良好でなく、これを指摘しても改善がみられない者については、適用しない。

４　指名にあたって、本市における前年度及び当該年度の指名状況を考慮し、指名が特定の有資格者に著しく偏ることのないようにしなければならない。また、保有設備等の状況からみて明らかに履行能力に差がある場合には、能力に応じた指名を行うものとする。

５　前各項の規定にかかわらず、次条に規定する指名業者数に満たない場合や競争の確保

に資することができない場合など特別な理由がある場合は、希望する登録業種の下位の

もの若しくは関連する他の登録業種の中から選択することができるものとする。

６　同一業種の案件が連続し、指名業者が固定する場合は、第１項第２号の規定にかかわらず、指名することができるものとする。

７　同一の発注契約事案において、事業協同組合を指名した場合の当該組合の組合員については、指名することができないものとする。

８　同時期に別に発注する契約事案に指名を予定している者については、指名しないこと　

　ができるものとする。ただし、同時期の発注契約事案数に比して指名することのできる

　者の数が少ない場合にはこの限りでない。

（指名業者数）

第６条　指名業者の数は別表のとおり予定金額に応じた指名業者数とする。ただし、契約

　案件の内容により、指名することのできる者が限定される場合は、この限りでない。

（適用除外）

第７条　次の各号の一に該当する場合には、第４条から前条までの規定を適用しないことができる。
(1) 特命随意契約に係わるもの
(2) 特に緊急を要するもの
(3) 特別の技術を要するもの
附則

１ この基準は、平成２１年４月１日から施行する。

附則

１ この基準は、平成２３年４月１日から施行する。

別表（第６条関係）

	発注予定金額
	指名業者数

	 1,000万円以上
	６者～１５者

	500万円以上1000万円未満
	５者～１２者

	200万円以上  500万円未満
	４者～１０者

	200万円未満
	３者～８者


※　測量業務に関する一般競争入札においては、第４条ただし

書きにより、発注予定金額（単価契約の場合は年間予算）１千

万円未満を市内業者対象とし、１千万円以上の場合、原則準市

内業者までを対象とする。
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